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H−１Bヴィザをめぐる米国政治 
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ウッドロー・ウィルソン・センター・ジャパン・スカラー 

米国の H−１Bヴィザ制度をめぐって政治的駆け引きが活発化して

いる。H−１B ヴィザは、専門家、熟練労働者、そして米国の大学を卒

業した留学生を対象として、米国内での就業からグリーンカード取得

への道筋を作る中心的な就業ヴィザである。2019年度に新たに13

万 4 千人を受け入れ、GAFA をはじめ多くのデジタル産業・テック企

業はこのヴィザ制度を通じてインド人、中国人のエンジニアを中心に

雇用を進めた1。テック企業を中心とする制度推進派は、起業家の3

分の 1 が移民第一世代であることなどを引き合いにして、この制度

が米国のイノベーションと雇用に欠くことのできない役割を果たしてき

た点を訴え、反対派は、この制度が米国人の雇用を阻害し、その上

外国人の賃金上昇の障壁になり、テック企業を不当に利していると

糾弾する。 

私が住む北部ヴァージニア州には、ダレス・コリドーと呼ばれる先

端防衛産業、サイバー通信企業が多く立地し、エンジニアとして働く

インド系外国人が多く居住している。我々外国人が米国の選挙を語

る際には、彼らの米国での就業の道筋を定めた H−１B ヴィザの行方

が話題に上らないことはない。8 月に書いたエッセイ2で私は、トランプ

政権の H−１B ヴィザの緊急凍結措置が企業の立場からは危惧され

ていたほどのインパクトはなかった、と述べた。しかしその後、大統領

選挙直前の 10 月から政権移行期の 12 月現在にかけて、トランプ

政権はレガシー作りに躍起となり、反対活動を行うテック企業らも政

策の押し戻しのために必死のロビー活動を展開している。 

H-1Bヴィザをめぐるトランプ政権の方針は 4年間にわたって一貫

していた。H−1B ヴィザ制度は米国人の雇用機会を圧迫しているとし、

その廃止を2016年の選挙キャンペーン以来繰り返し主張してきた。

一般的にトランプ政権の移民政策といえば、ムスリム入国禁止政策

や中南米からの移民を主たる対象とする DACA の廃止などに注目

が集まっていたが、一方でミラー特別補佐官らを中心に、細かくそし

て、幾度となく H-１B ヴィザの厳格化が図られた。2017 年 4 月の

Buy and Hire Americanキャンペーンでは H-１Bヴィザ改革が議題に

あがり、労働省や国土安全保障省が作成した「メモ」を根拠に 2019

年にかけて雇用主―使用者関係認定の厳格化を行った。その結

果、IT コンサル大手 Cognizantなどの人材派遣会社による申請を却

下するなど、発給要件を漸次的に絞った。2020 年のコロナ禍はこの

政策方針の追い風となり、2020 年 6 月には「一時的な措置」としな

がらも大統領行政指導（Executive Order）という形で、コロナ禍によっ

て失業した「米国人の雇用を守る」ために「緊急事態である」として、

新規のH−１Bヴィザの発行を全面的に停止した3。 

しかし、そのまま「一時的措置」を「恒久的な全面廃止」にすること

によって、トランプ政権の公約実現、レガシー作りに入ろうとしたその

矢先の10月1日に、この行政指導が違法であるとの判決を受けた。

全米製造業組合らが大統領行政指導の差し止めを求めた訴えに

対して、大統領が主張した「緊急性」は認められない、という判決で

あった4。 

するとすかさず 10月 8日に、トランプ政権は H-１Bヴィザに関連

して労働省および国土安全保障省から、要件厳格化規則としてそ

れぞれ暫定最終規則（I FR：Interim Final Rule）を発表した5。労働省が

設定した I FRでは、ヴィザ発給要件として新たな標準給与水準が定

められ、同等の米国人労働者の給与水準とどちらかより高額な給与

を支払う必要があるとした。トランプ政権はこれによって、不当に賃金

水準を抑えられている外国人の就労環境を改善するとその目的を

説明したが、実質的に外国人労働力の価格競争力を削ぐことに目

的があることは明白であった。 

多くの H-１B ヴィザ就労者を求めるテック企業にとって、I FRは当

該外国人賃金の約30-50％の上昇を意味していた。そのため、この

措置は米国企業への打撃となるだけでなく、他国への求人流出に

つながるとして、かえって米国経済にとってマイナスの影響があるとし、

企業らは反対の声を挙げた。 

DHS(国土安全保障省)の I FRにおいては、外国人を雇用する際の

基準として定められた職種に対する「専門業務職（specialty 

occupation）」のマッチングについて、「専門業務職」の規定解釈を大

幅に厳格化した。大学の専攻分野と応募職種の間に厳密な一致が

あることを求め、一例を挙げれば「エンジニア」は専門性が広範かつ

曖昧であるとしてヴィザ申請は却下されることなった。加えて、たとえ

ば、ソフトウェアの品質管理やウェブプログラミングの人材を求めても、

大学での学位がコンピュータ・サイエンス専攻であると、分析よりはコ

ーディング能力を問われる職種である以上、厳密には専門性と職

種が対応していないとして、H-１B 支給を拒否するより広い解釈権を

DHS に与えることになった。専門性と職種が対応していることの挙証

責任も申請者の側に置かれたことから、事実上ほとんどの申請につ
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いて何らかのミスマッチを理由にヴィザ発給を停止できることとなる。

この他にも、第三者機関(高度人材派遣会社など)によるヴィザ申請

に対してはこれまでの3年ではなく1年の発給しか認めないなど、H-

１B 制度の実質的な廃止措置となっていた。また、それほど大きな

影響力をもつ二つの IFRであったにもかかわらず、パブリックヒアリング

の機会も制限された。 

こうした措置に対し、主としてインド系のテック企業が共同で立ち上

げたNPOの IT Serve Allianceらが原告となり IFRを違法として訴えた。

北カリフォルニア連邦地裁のホワイト判事は12月に原告の訴えを認

め、コロナ禍による雇用危機は、最終規則を制定する上で通常の行

政手続きをバイパスする理由としては不適切であるとして、暫定最終

規則を行政手続法（Administrative Procedure Act）に反し違法と判断

したため、予定されていた 12月 7日からの適用は見送られることと

なった。 

すると、諦めないトランプ政権は、12月 3日に Facebook社を H１

―B ヴィザ乱用のかどで提訴した6。Facebook 社は 2,600 件の求人

に際し、米国人が応募するために必要な広告や配慮を怠り、グリー

ンカード所得に向けて同社が保証人となって支援している外国人を

優先的に雇用しており、更に外国人雇用の際当該業務に相応しい

アメリカ人がいない事を確認しておらず、違反であると断じた。原告と

なった司法省の Eric S. Dreiband 市民権部門検事副総長は、「我々

（政府）の明確なメッセージは、会社が違法な形で米国人より非移

民滞在者（一般就労ビザの滞在者）を優先的に雇用することがあれ

ば、司法省としては正しい裁きを下すのみ」と述べた。 

バイデン次期政権はこうしたトランプ政権下における移民政策の

「全て」を覆すと訴えた。バイデン陣営は選挙公約で H−１B ヴィザの

拡充を公約に掲げ、外国高度人材を積極的に迎え入れることが国

内経済の振興、および米国の競争力を維持する上で必要不可欠で

あるという立場を明確にし、テック企業もトランプ政権で実施された

様々な厳格化措置、基準の撤廃を急ぐことを求めている。もっとも、

果たしてバイデン次期大統領が語るように今後 H-１B ヴィザの改革

がうまくいくかと言えば、そう簡単にはいかないだろうと懐疑的な見方

も根強い。 

その理由は、世論と議会にある。世論として注意すべき点としては、

コロナ禍を受けた H-１B ヴィザの厳格化に対して、65％の国民が賛

成しているという4月の世論調査結果である7。民主党支持者の49%

もその時点で移民規制に賛成しており、コロナ禍が収束を見せてい

ない現在においては、その意見が大きく変わっているとは考えにくい

という点がある。また議会については、共和党が多数を占める下院

の反対だけでなく、民主党内の合意形成も簡単ではない。民主党の

ダービン上院院内幹事はかつて H-１B ヴィザの拡充に反対を表明

し、民主党のシューマー院内総務も H-１B ヴィザの拡充に賛成した

際には労働組合に突き上げられた過去がある8。したがって簡単にバ

イデン陣営の公約に賛成することはできないと思われる。H-１B ヴィ

ザをめぐるスタンスが、必ずしも共和党と民主党の対立軸と一致して

おらず、H-１Bヴィザ外国人を多く雇用するGAFAをはじめとするテッ

ク系企業に対する独占禁止法や税制等をめぐる政治的な圧力の存

在ゆえに、巨大テック企業を利する合意形成を行うのは相当な政

治資源を使わなければならない状況となってしまった。 

以上簡単に2020年のH-１Bヴィザをめぐる政治をまとめたが、こ

の事案はアジアにとっても対岸の火事として看過するわけにはいか

ない「ポリティクス」の現れである。少なくとも三点、その根拠を申し上

げられる。 

第一に、移民政策は政府にとってテック企業に対する政治的武

器になることが再確認されたということにある。これまで、両者の間の

緊張関係は、主としてデジタル税制、独占禁止法、そしてコンテンツ

の法的責任を免責する通信品位法第 230 条の３点に焦点が当て

られてきた。しかし今回連邦政府は、移民政策、とりわけ H-１B ヴィ

ザの発給要件の制定がテック企業に対する政治的武器になること

をはっきりと確認した。テック企業と政府の関係をどう規定するかは

全世界的な課題だけに、米国でその規定要因としてはっきりと移民

政策が出てきた以上、日本を含めた各国のデジタルトランスフォーメ

ーション政策と、出入国管理政策のリンケージが高まることは必至な

趨勢となるだろう。 

第二に、H-１Bヴィザは米国とインドの二国間関係に大きな影響を

与えることとなる。H−１B ヴィザの発給対象者を国籍別でみるとインド

人が 70％を占め、大半がテック系企業のエンジニアであるという偏り

がみられる。短期農業従事者の H-２Aヴィザや短期非農業従事者

のH-２Bヴィザの70％以上をメキシコ人移民が占めるのとほぼ同様

の偏りがある9。つまり、事実上インドからテック系人材を米国に派遣

する制度であるといえる。この人材の往来の厚みは対中戦略に左右

されない二国間の紐帯となっている。したがって、米国の H-１B ヴィ

ザの動向についてのインドの注目は高く、制度の禁止・拡充の変化

がインド人の対米関心を大きく左右する。その意味でH-１B政策はイ

ンド政策でもあり、クアッド（QUAD）や東南アジアをはじめとした米印関

https://context-cdn.washingtonpost.com/notes/prod/default/documents/37ccb851-364b-46bc-84b4-cb0881048b16/note/4e0ffc52-c13f-4e24-b130-df958898f518.#page=1
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係の影響をうける国・地域にとっては、H-１B 政策は地政学的政策

でもあるといえる。 

第三に、東南アジアとの関係である。11 月にオンラインで開かれ

た ASEAN―米国サミット（トランプ大統領欠席、オブライエン NSC 議

長出席）で、米国は東南アジア各国との最大の協力項目として人材

育成を提唱した10。重点としては東南アジアにおいて人材育成をす

すめる支援ではあるが、一方で人材育成を訴えながら、他方米国に

おいてH−１Bヴィザの発給を厳格化するというのは、人材育成を通じ

た外交メッセージの効果を相殺しかねない。例えば、インド、中国の

上位二か国に数の面で大きな差はあるものの、フィリピン人は H-１B 

ヴィザ受給者の第３位グループに位置する。さらに、増加し続けてい

るベトナム人留学生がますます米国内での就業を望むようになれば、

H-１B ヴィザを申請する東南アジア人材割合は上昇することが予想

され、そうした趨勢を考えれば、H-１B ヴィザを通じて米国社会が東
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